様式第１号（第３条関係）

[image: image3.emf]
様式第１号（第３条関係）
交付申請に関する誓約事項

１　環境保全型農業直接支払交付金に関する報告や立入検査について、地方農政事務所等から求められた場合には、それに応じます。

２　出荷・販売伝票、利用権設定等農地の賃借に係る契約書等の証拠書類を５年間保管します。また、抽出確認に必要となる実施状況の報告の基礎となった資材の購入伝票等については、交付金の交付を受けた年度の翌年度末まで保管します。

　　こうした書類について、地方農政事務所等からの求めがあった場合には、提出します。

３　全国の申請額が国の予算額を上回った場合には、環境保全型農業直接支援対策実施要領第１の３の（３）のイにより、国の交付金の交付額の調整を行うため、国からの交付額は、対象活動が実際に履行された面積に国の支援単価を乗じた額から減額されることがあり得るということについて同意します。

４　以下の場合には、交付金を返還することに異存ありません。

（１）交付申請書、実施計画書及びその他の提出書類において、虚偽の内容を申請したことが判明した場合

（２）実施状況の報告に係る提出書類において、虚偽の内容を報告したことが判明した場合

（３）必要書類が保管されておらず、要件を満たすことが確認できない場合や提出を拒む場合

（４）先進的営農活動支援交付金の交付対象となったほ場での取組に対して、同一年度に環境保全型農業直接支払交付金の交付を受けた場合

〈担当者記入欄〉





金融機関コード





支店コード





（添付書類）





１





実施計画書兼確認依頼書(写）





2





3





口座情報の記載を間違えると入金できません。





交付金の振込口座に該当する「通帳表紙裏ページ」のコピーを添付してください。





口座名義人





＜担当者記入欄＞





金融機関コード（数字４ケタ）





金融機関名
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□





□
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支店コード（数字３ケタ）





支店名
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住所





（〒　　　　－ 　　　　　  ）





市区





町村





　　　　　　　　　―　　　　　　　　　―





申請印





氏名又は





法人・組織名





印





申請年月日





年





日





月





　　　　　　　　　―　　　　　　　　　―





FAX





E-mail





＠





都道





府県





電話





信用組合　労働金庫　信連　農林中金





農業協同組合　銀行　信用金庫





□同意する





「個人情報の取扱い」に記載された内容





について





個人情報の取扱いの確認





環境保全型農業直接支払交付金交付申請書





金融機関（ゆうちょ銀行以外）





　まんのう町長　　殿





　また、別紙「交付申請に関する誓約事項」について誓約します。





　環境保全型農業直接支払交付金の交付を受けたいので、環境保全型農業直接支援対策実施要綱（平成





23年４月１日付け22生産第10953号農林水産事務次官依命通知）の別紙１第２の１の規定に基づき、別添





の実施計画書に記載した取組面積のうち対象活動が履行された面積について、環境保全型農業直接支援





対策実施要領（平成23年４月１日付け22生産第10954号生産局長通知）の第１の３の（３）により算定される





交付額の交付を申請します。





年度





平成





預金種別（該当のものにレ印をつけてください）





口座番号（７ケタに満たない場合は、右づめで記入）





普通





当座





別段





通知





ゆうちょ銀行





記号（６ケタ目がある場合は※部分に記入）





番号（右づめで記入）





1





フリガナ





0





※





1





口座名義人





戸別所得補償制度　交付申請者管理コード





地域協議会等管理コード





環境管理コード





漢字





交





付





金





の





振





込





口





座





共同販売経理を行っている集落営農の場合は、規約、構成員名簿及び共同販売経理を確認することができる書類（集落営農（代表





者）名義の預金通帳の写し等）





農業者グループの場合は、規約及び構成員名簿





〈担当者記入欄〉





【市町村】





【農政事務所】





□個人





□集落営農（共販）





□農業者グループ





□法人
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